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自己紹介

• 2001〜東京大学大学院情報理工学系研究科電子情報学専攻
専門: 情報科学
システムソフトウェア (プログラミング言語)

並列・分散処理、高性能計算

• 2018-2023 : 東京大学情報基盤センター長 (その間JHPCN拠点長)

• 2024- : 情報システム, 情報セキュリティ等担当執行役・副学長

• 関係しそうな委員会 : 
情報委員会 (〜2022), HPCI計画推進委員会 (2025より主査) など



1. 学術情報基盤から見たワット・ビット連携の必然性
-国の学術情報基盤の現状と組織間連携体制 (HPCI, JHPCN, mdx, 学認)

-全国8大学の情報基盤センター（JHPCN）が北海道から九州まで計算機を運用

https://note.com/utokyo_itc/n/n279dd7f4f0b1

JHPCN８拠点
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https://www.hpci-office.jp/application/files/8717/5801/4674/r08a_boshu_setsumeikai_hpci.pdf#page=2

https://note.com/utokyo_itc/n/n279dd7f4f0b1
https://www.hpci-office.jp/application/files/8717/5801/4674/r08a_boshu_setsumeikai_hpci.pdf#page=2
https://www.hpci-office.jp/application/files/8717/5801/4674/r08a_boshu_setsumeikai_hpci.pdf#page=2
https://www.hpci-office.jp/application/files/8717/5801/4674/r08a_boshu_setsumeikai_hpci.pdf#page=2


2. アカデミアでの実証へ向けて

-民間に先駆けて大学間連携で進めるメリット：

共通の社会的使命：
競争関係ではなく協調関係。
電力コスト削減・GX貢献とい
う共通目標

既存の連携基盤：
SINET（学術情報ネットワー
ク）で全国大学が既に接続済
み

多様な計算環境の実験場：
異種計算機の混在＝実社会のマル
チクラウド環境に近似

データ主権の課題解決：
機微データを扱う研究での知
見が、産業界のデータ主権議
論に先行貢献
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3. 実証実験の現状：広域ワークロードシフト（１）

- 2025年8月・11月の実証実験概要 (北大と共同研究しているMESH-Xが実施)：
-構成：東大情報基盤センター（柏・mdx I）<-> 北大情報基盤センター間をSINETで接続
-仕組み：JEPX（日本卸電力取引所）の北海道・東京エリア価格をリアルタイム参照
-対象：AI推論タスクを再エネ余剰で電力価格が安価な地域へ動的転送
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3. 実証実験の現状：広域ワークロードシフト（２）

-技術基盤：
- Kubernetes上のコンテナでワークロードをパッケージ化
- Kepler（Kubernetes-based Efficient Power Level Exporter）でコンテナ単位の消費電力推定も実施

-成果：電力価格連動の東京・北海道双方にシフトできることを確認
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4. 課題と解決に向けたアプローチ

アーキテクチャに特化した
高性能計算

認証の共通化

データ環境
（システム間データアクセス）

課金方式の共通化

-コンテナ・仮想化技術で環境を抽象化 -組織間での認証連携（学認）
-利用モード間での統一

-研究データ基盤（NII RDC）との連携 -新たな精算モデルの検討
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-アーキテクチャに特化した高性能計算
-利用環境の違い
-データ環境（システム間データアクセス）
-課金方式



5. GXへの貢献：東大におけるGX推進への貢献

-東大GX戦略推進センターとの連携
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6. 今後の展望：次なる実証と社会実装

-東大-北大間実証のワークロードシフト連携大学を拡大
-国の連携基盤 High Performance Computing Infrastructure (HPCI) との連携
-産学連携：大学クラウドと民間クラウド間の実証（富士通）
-研究インフラエンジニア（Research Infrastructure Engineer）の育成

研究インフラエンジニアの役割

9



7. まとめ：アカデミアからの発信

大学間連携は「協調的マルチ
ステークホルダ」の実証環境
として最適

技術的知見と実証データを産
業界・政策立案に還元

強靱なワット・ビット連携は、
学術研究のDXとGXを同時に
実現する
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-大学間連携は「協調的マルチステークホルダ」の実証環境として最適
-技術的知見と実証データを産業界・政策立案に還元
-強靱なワット・ビット連携は、学術研究のDXとGXを同時に実現する
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